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金融環境の変化、業務の多様化・複雑化に伴い、金融機関の抱えるリスクは拡大・多様化しております。

このような環境下において、当金庫が健全経営を続け、地域社会に対し永続的な貢献をしていくためには、

リスク管理態勢の強化が重要であると考えております。

当金庫では、リスク管理態勢の強化を最重要課題の１つと位置づけ、どのような環境下でも柔軟に対応

できるリスク管理態勢の構築に取り組んでおります。

当金庫は、この指針に従って多種多様なリスク量を算出又は質的に評価し、健全性維持・強化を

図るための「統合的なリスク管理態勢」の構築を目指してまいります。

「第1の柱」と「第2の柱」の内容を皆さまに開示し、当金庫の市場規律を高めるものです。「第3の柱」は、

金融機関の自己資本戦略及びそれを維持するためのリスク管理態勢について監督当局が検証するこ

とで、金融機関に対してそれらのレベル向上を促すものです。

「第1の柱」で捉えられないリスク（信用集中リスク、金利リスク）も含めて主要なリスクを把握

した上で、経営上必要な自己資本額を検討いたします。

なお、金利リスクの計測につきましては、金利ショックによる経済的価値の変化（ΔEVE）及び金利収益の変化（ΔNII）

を、複数の金利ショックシナリオに基づき計測しております。また、信用集中リスクの計測につきましては、名寄せ後５億円

以上を対象として計測しております。

さらに、統合的なリスク管理の態勢として、リスクカテゴリー毎に質的・量的に評価し、総体的に把握した上で、十分な自

己資本を維持していく「自己管理型」の管理を行っております。

「第2の柱」は、

最低所要自己資本比率に関する事項で、信用リスク・アセットの把握を精緻化するとともに、オペ

レーショナル・リスクを算出し、リスク・アセットに加えております。

なお、信用リスク・アセットの計測につきましては、標準的手法を採用しております。また、オペ

レーショナル・リスクの計測につきましては、基礎的手法を採用しております。

※マーケット・リスクについては、当金庫は対象外です。

「第1の柱」は、

バーゼルⅢは、「第1の柱」「第2の柱」「第3の柱」から構成され、金融機関が抱える

様々なリスクを今まで以上に明確にし、自己資本充実のもと金融機関の健全経営強化を図

るもので、従前のバーゼルⅡから、より厳格化されたものです。

（2014年3月決算からバーゼルⅢが適用されております。）

自 己 資 本 規 制

（通称：バーゼルⅢ）

に つ い て

自 己 資 本 規 制

（通称：バーゼルⅢ）

に つ い て

自 己 資 本 規 制

（通称：バーゼルⅢ）

に つ い て

情報開示の充実を通じて、外部評価の規律づけにより当金庫の
経営健全性維持に努めております。

「第3の柱」
情報開示による市場規律

「第1の柱」
最低所要自己資本比率

各資産項目、外部格付等に応じたリスク・ウェイトを使用して、
リスク・アセットを算出しております。

標準的手法

過去３年間の業務粗利益の平均に１５％を乗じた額をもとにオ
ぺレーショナル・リスク相当額を算出しております。

基礎的手法

█ 当金庫のバーゼルⅢへの対応（概要図）

「第2の柱」
監督上の検証

大口信用供与上位先及び与信額が２０億円を超過する先の状況
を月次で管理しております。また、総与信額５億円以上の大口
与信先・グループの与信額合計額及び最大非保全先・グループ
の非保全額の状況を四半期毎に管理しております。

金利ショックによる経済的価値の変化（ΔEVE）及び金利収益
の変化（ΔNII）を､複数の金利ショックシナリオに基づき計測
しております。

経営戦略､規模及び特性に応じた「統合的なリスク管理態勢」を
構築し、各部門等が内包するリスクを総体的に把握した上で、
質・量ともに十分な自己資本を維持していく「自己管理型」の
管理を行っております。

リスク管理への取組みについて

信 用 リ ス ク

オペレーショナル・リスク

信 用 集 中 リ ス ク

金 利 リ ス ク

統合的なリスク管理の態勢



北海道信用金庫の自己資本比率は、　　　　％で、経営体質は極めて健全です。

(単位：百万円)

79,727 81,069
3,041 2,985
76,829 78,197

89 89
53 24

1,758 1,748
1,758 1,748

－ －
－ －

81,485 82,818

574 573
－ －

574 573
273 －
－ －
－ －
－ －

337 354
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －

1,185 928

80,300 81,889

446,553 439,718
4,875 4,875

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー 4,875 4,875
うち、上記以外に該当するものの額 － －

21,462 21,089
－ －
－ －

468,015 460,807

17.15% 17.77%

うち、出資金及び資本剰余金の額

項　　　　目 2020年度 2021年度

コア資本に係る基礎項目　　（１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、 － －コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、 － －コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

コア資本に係る基礎項目の額　　（イ）

コア資本に係る調整項目　　（２）

無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。)の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

自己資本

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用金庫連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る10パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額 　　（ロ）

自己資本比率

自己資本比率［（ハ）／（ニ）］

自己資本の額［（イ）－（ロ）］ （ハ）

リスク・アセット等　　　　（３）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

△ 4,875
△ 4,875

△ 4,875△ 4,875

△ 4,875
△ 4,875
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単体における事業年度の開示事項

1 自己資本の構成に関する開示事項

17.77
自己資本比率は、金融機関の経営の安全性・健全性を計る重要な指標のひとつです。信用金庫など国内で業務を行う金融機関では

4.0％以上が必要とされております。
当金庫の自己資本比率は、17.77％と国内基準の4倍超の水準で、経営の健全性に全く不安ありません。
今後とも適正利益の確保による着実な自己資本の充実に努めてまいります。
（自己資本規制について、詳しくは本誌16ページをご覧ください。）

※記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

※自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫

連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」

に基づき算出しております。

なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

2 自己資本調達手段の概要

当金庫の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。

なお、当金庫の自己資本調達手段の種類は、普通出資（発行主体：北海道信用金庫）のみであります。

Ⅲ



(単位：百万円)

449,712 441,850 17,988 17,674
4,843 4,741 193 189
78,285 68,573 3,131 2,742
121,972 124,778 4,878 4,991
75,655 74,614 3,026 2,984
8,176 8,307 327 332

126,042 126,763 5,041 5,070
800 636 32 25
25 26 1 1

2,370 2,130 94 85
出 資 等 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 2,370 2,130 94 85
重 要 な 出 資 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － － － －

31,539 31,277 1,261 1,251
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等

及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のも

のに係るエクスポージャー

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整

項目の額に算入されなかった部分に係るエク スポ ージ ャー

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している

他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に関す

るエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機

関等に係るその他外部TLAC 関連調達手段のうち、その他外部TLAC 関連

調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー

上 記 以 外 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 17,202 16,946 688 677
－ － － －

－ － － －

－ － － －
1,653 2,674 66 106
1,653 2,674 66 106

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

63 69 2 2
－ － － －

21,462 21,089 858 843
468,015 460,807 18,720 18,432

ソ ブ リ ン 向 け

金 融 機 関 及 び 第 一 種 金 融 商 品 取 引 業 者 向 け

法 人 等 向 け

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト

標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

2020年度 2021年度

所 要 自 己 資 本 の 額 の 合 計 （ A ）
446,553

リスク・アセット

439,718

4,949

証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

証 券 化

再 証 券 化

中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

三 月 以 上 延 滞 等

8,126

取 立 未 済 手 形

出 資 等

上 記 以 外

－

△ 4,875 △ 4,875 △ 195 △ 195

－－

所要自己資本額

－ －

325 325

17,862 17,588
2020年度 2021年度

4,949 197 197

8,126

－

5050

－

単 体 総 所 要 自 己 資 本 額 （ A ＋ B ）

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

C V A リ ス ク 相 当 額 を 8 ％ で 除 し て 得 た 額

他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る

中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式 （ 1 2 5 0 ％ ）

蓋 然 性 方 式 （ 4 0 0 ％ ）

マ ン デ ー ト 方 式

－

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式

蓋 然 性 方 式 （ 2 5 0 ％ ）

1,261 1,255

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 ％で除して得た額（ B ）

18
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単体における事業年度の開示事項

3 自己資本の充実度に関する評価方法の概要

自己資本の充実度に関しましては、自己資本は勿論のこと、自己資本比率についても経営の健全性・安全性を充分保っております。

また、各エクスポージャー（与信額）が1つの分野に集中することなく、リスク分散が図られていると評価しております。

一方、将来の自己資本充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本

の積上げを第一義的な施策として考えております。

█ 自己資本の充実度に関する事項

注1. 所要自己資本の額 ＝ リスク・アセット × 4％
注2. ｢エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
注3. ｢ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、地方公共団体金融機構向け、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、

外国の中央政府等以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同
体、信用保証協会、漁業信用基金協会、農業信用基金協会のことです。

注4. ｢三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び
第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」 においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

注5. 当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。

注6. 単体総所要自己資本額 ＝ 単体自己資本比率の分母の額 × 4％

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）× 15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数



(単位：百万円)

信用リスクエクスポージャー期末残高

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度

1,386,959 1,404,039 647,641 649,912 213,965 206,512 316 360 2,978 2,310
7,089 6,986 ー ー 7,075 6,973 13 12 ー ー

1,394,048 1,411,025 647,641 649,912 221,040 213,486 329 373 2,978 2,310
55,354 55,515 29,450 30,323 25,133 24,421 ー ー 449 377
2,177 2,113 2,177 2,112 ー ー ー ー 12 ー

372 402 172 202 200 200 ー ー ー ー

81,150 84,277 78,596 81,308 2,500 2,913 ー ー 381 394
6,543 6,061 724 155 5,697 5,797 ー ー ー ー

4,108 3,253 1,707 1,771 2,300 1,400 ー ー 3 2
36,272 35,442 15,805 16,302 20,402 19,091 ー ー 62 32
63,941 62,213 55,493 54,895 8,306 7,205 ー ー 537 397
423,072 372,731 15,496 17,106 20,577 19,041 329 373 461 434
147,391 146,422 134,142 133,959 7,466 6,848 ー ー 357 128
5,807 6,189 4,967 5,149 799 999 ー ー ー ー

2,837 2,725 2,508 2,402 318 312 ー ー 0 ー

5,269 5,549 5,269 5,548 ー ー ー ー 0 0
10,714 10,771 10,713 10,770 ー ー ー ー 155 72
8,056 7,424 7,849 7,219 199 199 ー ー 12 27
2,195 2,028 2,194 2,028 ー ー ー ー 10 10
20,320 19,213 19,713 18,607 603 603 ー ー 214 102
43,109 43,414 43,058 42,963 ー 400 ー ー 80 92
344,270 408,924 115,945 113,136 126,536 123,856 ー ー ー ー

101,735 104,030 101,652 103,949 ー ー ー ー 236 236
29,345 32,319 ー ー ー 196 ー ー ー ー

1,394,048 1,411,025 647,641 649,912 221,040 213,486 329 373 2,978 2,310

351,698 342,830 65,097 61,739 27,620 40,893 ー 41
344,828 383,818 44,244 45,016 77,850 77,664 232 137
131,736 89,579 68,358 62,378 63,322 27,049 55 151
57,318 71,063 50,316 52,746 7,002 18,317 ー ー

189,150 174,818 153,033 152,233 36,116 22,585 ー ー

241,895 262,529 232,076 234,860 7,777 25,626 42 42
77,420 86,384 34,514 40,937 1,350 1,350 ー ー

1,394,048 1,411,025 647,641 649,912 221,040 213,486 329 373

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引

デリバティブ取引債 券

三月以上延滞
エクスポージャー

鉱業、採石業、砂利採取業

電気・ガス・熱供給・水道業

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

2020年度 2021年度2020年度 2021年度

国 内

期間区分

国 外

国 内

期間区分

地 域 別 合 計

製 造 業

農 林 漁 業

製 造 業

情 報 通 信 業

建 設 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

不 動 産 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

物 品 賃 貸 業

不 動 産 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

宿 泊 業

飲 食 業

宿 泊 業

教 育 、 学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

そ の 他

個 人

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

そ の 他

業 種 別 合 計

そ の 他

1 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

7 年 超 1 0 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

1 0 年 超

7 年 超 1 0 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

期 間 の定 めの ない もの

1 0 年 超

7 年 超 1 0 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

残 存 期 間 別 合 計

期 間 の定 めの ない もの

1 0 年 超

7 年 超 1 0 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

バ
ー
ゼ
ル

へ
の
対
応
／
単
体
に
お
け
る
事
業
年
度
の
開
示
事
項

19

単体における事業年度の開示事項

4 信用リスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、当金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクのことをいいます。

当金庫では、信用リスクを管理すべき最重要リスクであると認識の上、与信業務の基本的理念や手続き等を明示した｢クレジットポリシー｣･

「融資規程」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に把握する管理態勢を構築しております。

また、信用格付制度の導入や厳格な自己査定によって信用リスクを評価しております。

貸倒引当金は、「資産の自己査定規程」及び「信用格付取扱規程」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を

基に算定するとともに、その結果については、監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

Ⅲ

注1. オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。

注2. ｢三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定指定日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。

注3. 上記の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。

具体的には現金、その他資産（未収利息を除く）、有形固定資産、無形固定資産、前払年金費用、繰延税金資産、財投機関債が含まれます。

注4. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー、証券化エクスポージャー、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりま

せん。

注5. 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

█ 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高



(単位：百万円)

410 380 380 327 ー 6 410 374 380 327 ー ー

30 28 28 25 ー 12 30 15 28 25 ー ー

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

694 610 610 548 12 43 682 567 610 548 ー ー

530 447 447 425 45 99 485 347 447 425 2 1
568 434 434 434 ー ー 568 434 434 434 ー ー

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

0 0 0 ー ー 0 0 ー 0 ー ー ー

49 44 44 18 ー 20 49 23 44 18 ー ー

701 646 646 444 ー 128 701 518 646 444 ー ー

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

0 0 0 0 ー ー 0 0 0 0 ー ー

97 103 103 116 ー ー 97 103 103 116 ー ー

130 253 253 193 ー 68 130 185 253 193 ー ー

18 18 18 8 ー 9 18 8 18 8 ー ー

6 5 5 5 ー ー 6 5 5 5 ー ー

403 346 346 349 10 ー 392 346 346 349 ー ー

200 190 190 170 0 14 200 176 190 170 ー ー

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

80 69 69 93 3 3 76 66 69 93 ー ー

3,923 3,580 3,580 3,161 72 407 3,850 3,173 3,580 3,161 2 1

当期減少額 貸出金償却

期末残高

その他目的使用

当期増加額期首残高

個別貸倒引当金

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度

鉱業、採石業、砂利採取業

電気・ガス・熱供給・水道業

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

製 造 業

農 林 漁 業

製 造 業

情 報 通 信 業

建 設 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

不 動 産 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

物 品 賃 貸 業

不 動 産 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

宿 泊 業

飲 食 業

宿 泊 業

教 育 、 学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

個 人

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

そ の 他合 計
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本誌10ページに掲載しております。

█ 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

注1. 百万円未満は切り捨てて表示しております。

注2. 当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

注3. 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

█ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額



(単位：百万円)

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0% ー 492,429 ー 557,129
10% ー 48,799 ー 48,500
20% 8,200 391,768 6,594 342,910
35% ー 19,482 ー 19,518
50% 86,229 2,683 87,858 2,145
75% ー 83,995 ー 80,831
100% 5,810 253,789 3,806 260,902
150% ー 354 ー 325
250% ー 504 ー 502

1,250% ー ー ー ー

その他 ー ー ー ー

合　計 100,240 1,293,807 98,259 1,312,766

2020年度 2021年度

エクスポージャーの額

告示で定める

リスク・ウェイト区分

（％）

(単位：百万円)

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度

1,279 1,187 65,929 66,438

適格金融資産担保 保　　　証

信用リスク削減手法が適用された

エクスポージャー

ポートフォリオ

信用リスク削減手法
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5 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要

Ⅲ

注. 当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

█ リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

注1. 格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。

注2. エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。

注3. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー、証券化エクスポージャー、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれて

おりません。

リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関に以下の4つの機関を採用しております。なお、エクスポージャーの種類ごとの適格格

付機関の使い分けは行っておりません。

●株式会社日本格付研究所

●株式会社格付投資情報センター

●S＆Pグローバル・レーティング

●ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク

《リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関》

信用リスク削減手法とは、金庫が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証等が

該当します。

当金庫では、融資の取上げに際し、資金使途、返済財源、財務内容、事業環境、経営者の資質等、様々な角度から可否の判断をしており

ますが、判断の結果、担保や保証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な対応に

努めております。

自己資本規制における信用リスク削減手法として、当金庫が扱う主要な担保には、預金積金や有価証券・不動産等があり、担保に関する

手続きについては、金庫が定める「融資業務取扱規程」や「担保物評価規則」等により、適切な事務取扱い並びに適正な評価・管理を行っ

ております。

一方、当金庫が扱う主要な保証には、政府関係機関等と同様の信用度を持つ「北海道信用保証協会保証」、金融機関エクスポージャーと

して適格格付機関が付与している格付により信用度を判定する「しんきん保証基金保証」等があります。

また、お客さまが期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等を行う場合がありますが、当金庫が定め

る「融資業務取扱規程」により、適切な取扱いに努めております。

なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特定の業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されて

おります。

█ 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー



出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

2020年度 2021年度

カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

(単位：百万円)

2020年度 2021年度

329 373
32 32
28 26
ー ー

268 314

金利関連取引

株式関連取引

クレジット・デリバティブ

与信相当額

派生商品取引合計

与信相当額の算出に用いる方式

外国為替関連取引

(単位：百万円)

貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価

上 場 株 式 等 2,366 2,366 2,171 2,171
非 上 場 株 式 等 5,216 ー 5,046 ー

合 計 7,582 2,366 7,217 2,171

区　　　分
2020年度 2021年度

派生商品取引には、市場の変動により損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払不能になることにより損失を受ける可能

性のある信用リスクが内包されております。

当金庫は、貸出金の一部に派生商品取引を内包した債権を保有しております。この債権におけるリスクは基本的に受取利息に限定され元本

に及ばないこと、発行体等の信用力が高いこと等の理由から、他の債権と同様のリスク管理を行っております。

また、市場運用の一環として、派生商品取引を内包した債券を保有しております。この派生商品取引を内包している債券の取引におきまし

ては、そのリスクが基本的に受取利息に限定されること、購入時に取引先の信用力の高いものに限定していること等の理由から、債券自体の

リスク管理以外の特段の管理は行っておりません。

なお、長期決済期間取引は該当ございません。

当金庫における出資等エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、子会社株式、上場優先出資証券、上場投資信託（ETF）、

上場REIT、子会社出資金、信金中央金庫出資金、匿名組合等への出資金が該当します。

そのうち、上場株式、上場優先出資証券、上場投資信託（ETF）、上場REITにかかるリスク認識については、時価評価及び最大予想損失額

（VaR）によるリスク計測によって把握するとともに、経営推進会議において定期的に報告を行う等、適切なリスク管理に努めております。

ー方、非上場株式、子会社株式、子会社出資金、信金中央金庫出資金、匿名組合等への出資金に関しては、資金運用管理規程等に基づいた

適正な運用・管理を行っております。

また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況については、経営

推進会議へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。

なお、当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従い、適正な処理を行っており

ます。
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単体における事業年度の開示事項

█ 派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項

注. 市場価格のない非上場株式等は、時価開示の対象とはしておりません。

█ 出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

7 証券化エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

8 オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

6 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

9

当金庫における証券化取引の役割としては、投資家並びにオリジネーターがあります。前者については、有価証券投資の一環として捉え、

リスクの認識については、市場動向、裏付資産の状況、時価評価及び適格格付機関が付与する格付情報などにより把握するとともに、定期的

に経営推進会議に報告し、適切なリスク管理に努めることとしております。また、証券化商品への投資は、有価証券にかかる投資方針の中で

定める｢資金運用管理規程｣に基づき、投資対象を一定の信用力を有するものとするなど、適正な運用・管理を行うこととしております。

一方、後者については、中小企業者の資金調達の一手段としての位置付けと捉えております。

なお、当金庫では現在、前者及び後者に係る証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを含む）の保有はございません。

当金庫では、オペレーショナル・リスクを「業務の過程、役職員の活動若しくはシステムが不適切であること又は外生的な事象により損失

を被るリスク」と捉え、事務リスク、システムリスク、その他のカテゴリーによってリスクの認識・管理を行っております。

オペレーショナル・リスクの計測につきましては、基礎的手法を採用することとし、さらなる態勢整備に努めております。

また、これらリスクに関しましては、リスク管理委員会におきまして、協議・検討するとともに、定期的に経営推進会議等において、管理

態勢を整備しております。

《オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称》

当金庫は、過去3年間の業務粗利益の平均値に15％を乗じた額を基にリスク量を算出する基礎的手法を採用しております。

出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要



(単位：百万円)

2020年度 2021年度

5,166 7,364
ー ー

ー ー

ー ー

ー ー

蓋然性方式（400%）を適用するエクスポージャー

フォールバック方式（1250%）を適用するエクスポージャー

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー

マンデート方式を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（250%）を適用するエクスポージャー

(単位：百万円)

2020年度 2021年度

118 121
28 15
41 0

売 却 益

売 却 損

償 却 (単位：百万円)

2020年度 2021年度

ー ー評 価 損益

(単位：百万円)

2020年度 2021年度

263 137評 価 損益
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単体における事業年度の開示事項

Ⅲ

█ 出資等エクスポージャーの売却及び

償却に伴う損益の額

█ 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で

認識されない評価損益の額

█ 貸借対照表及び損益計算書で認識されない

評価損益の額

11 金利リスクに関するリスク管理方針及び手続きの概要

注1. 損益計算書における損益の額を記載しております。

注2. 売買損益には投資の目的で出資した匿名組合分の損益は含まれておりません。

当金庫におけるリスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーにあたるものは、投資信託（上場投資信託、REITを除く）、

投資事業組合等が該当します。

1. リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関する説明

金利リスクとは、金利水準の変動により、資産・負債（オフ・バランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスク、あるいは資

産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことをいいます。

当金庫のビジネスモデルに照らし、金利に感応する資産・負債を対象として金利リスクを計測しております。なお、連結の金利

リスクは、重要性の観点より、当金庫単体の金利リスクと等しいものとみなしております。

2. リスク管理及びリスク削減の方針に関する説明

市場リスク量の統一的な尺度としてVaR法を採用しているほか、BPV法など、リスクを多面的に分析・把握することにより適切

に市場リスクを管理しております。また、市場リスクにリスクリミットを設定し、適切にコントロールしております。

3. 金利リスク計測の頻度

金利リスクについては月末日を基準日として月次で計測しております。

4. ヘッジ等金利リスクの削減手法に関する説明

当金庫ではヘッジ取引を行っておりません。

（1）リスク管理の方針及び手続きの概要

（2）金利リスクの算定手法の概要

1. 開示告示に基づく定量的開示の対象となる ΔEVE 及び ΔNII 並びに銀行がこれらに追加して自ら開示を行う金利リスクに関する

事項

a ) 流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期

流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は2.5年です。

b ) 流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期

流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。

c ) 流動性預金への満期の割り当て方法及びその前提

流動性預金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。

d ) 固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提

固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。

e ) 複数の通貨の集計方法及びその前提

計測の対象となる通貨は円のみです。

f ) スプレッドに関する前提

割引金利にスプレッドを含めずリスクフリー・レートを使用しております。

g ) 内部モデルの使用等、ΔEVE 及び ΔNIIに重大な影響を及ぼすその他の前提

内部モデルは使用しておりません。

h ) 前事業年度末の開示からの変動に関する説明

2022年3月末の ΔEVE及びΔNIIで計測した金利リスクは、前年度と同様に上方パラレルシフトにおいて最大となり、

ΔEVE 最大値及び ΔNII最大値は前年度比減少しています。

i ) 計測値の解釈や重要性に関するその他の説明

ΔEVE 及びΔNIIで計測した金利リスクに対し十分な自己資本の余裕を確保していると認識しております。

10 リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項



リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

(注)

(単位：百万円)

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度

1 上方パラレルシフト 18,779 17,619 3,904 3,722
2 下方パラレルシフト 0 0 0 0
3 スティープ化 10,448 11,576
4 フラット化

5 短期金利上昇

6 短期金利低下

7 最大値 18,779 17,619 3,904 3,722

8 自己資本の額

Δ EVE Δ NII

  IRRBB1：金利リスク

項番

80,300 81,889
2020年度 2021年度
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単体における事業年度の開示事項

█ 金利リスクに関する事項

1 連結の範囲に関する事項

（1）自己資本比率告示第3条又は第20条に規定する連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（以下「連結グループ」と

いう。）に属する会社と連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に基づき連結の範囲に含まれる会社との相違点

●相違はございません

（2）連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連結子会社の名称及び主要な業務の内容

①連結子会社の数････････3社

②連結子会社の名称･･････しんきん北海道ビジネスサービス株式会社／しんきん北海道総合管理有限会社／株式会社しんきん

北海道金融センター

③主要な業務の内容･･････事務処理の受託業務／動不動産の競落業務／法人向けコンサルティング業務

（3）自己資本比率告示第7条又は第26条が適用される金融業務を営む関連法人等の数並びに主要な金融業務を営む関連法人等の名

称及び主要な業務の内容

●該当はございません

（4）その他金融機関等(注)であって信用金庫の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己

資本を下回った額の総額
（注）自己資本比率告示第5条第7項第1号に規定するその他金融機関等をいいます。

●該当はございません

（5）信用金庫法第54条の21第1項第1号に掲げる会社のうち同号イに掲げる業務を専ら営むもの若しくは同項第2号に掲げる会社又

は法第54条の23第1項第10号に掲げる会社のうち従属業務を専ら営むもの若しくは同項第11号に掲げる会社であって、連結

グループに属していない会社の数並びに主要な会社の名称及び主要な業務の内容

●該当はございません

（6）連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の概要

●該当はございません

2. 銀行が、自己資本の充実度の評価、ストレステスト、リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で開示告示に基づく定量

的開示の対象となる ΔEVE及びΔNII 以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項

a ) 金利ショックに関する説明

当金庫では、主としてVaRを用いて金利による時価変動リスク量を算出しております。

b ) 金利リスクの計測の前提及びその意味

金利リスク計測（VaR）の前提条件は、保有期間１ヵ月、観測期間１年、信頼区間99.0％として、分散共分散法により計測し

ております。

連結における事業年度の開示事項

(注)



(単位：百万円)

79,844 81,195
3,041 2,985
76,946 78,323

89 89
△ 53 △ 24

－ －
－ －
－ －
－ －

1,758 1,748
1,758 1,748

－ －
－ －

－ －
81,602 82,943

574 573
－ －

574 573
273 －
－ －
－ －
－ －

337 354
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －

1,185 928

80,417 82,015

446,556 439,700
△ 4,875 △ 4,875

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △ 4,875 △ 4,875
うち、上記以外に該当するものの額 － －

21,455 21,081
－ －
－ －

468,011 460,782

17.18% 17.79%

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、出資金及び資本剰余金の額

項　　　　目 2020年度 2021年度

コア資本に係る基礎項目　　（１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等

うち、為替換算調整勘定

うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る基礎項目の額　　（イ）

コア資本に係る調整項目　　（２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

退職給付に係る資産の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

連結自己資本比率

連結自己資本比率［（ハ）／（ニ）］

自己資本の額［（イ）－（ロ）］ （ハ）

リスク・アセット等　　　　（３）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

うち、適格引当金コア資本算入額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

特定項目に係る15パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額 　　（ロ）

自己資本

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用金庫連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る10パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

－ －コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、 － －コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
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連結における事業年度の開示事項

2 自己資本の構成に関する開示事項

連結における自己資本比率については、17.79％と高い水準にあり、経営の健全性に全く不安ありません。
※連結対象となる子会社は、以下の３社です。

しんきん北海道ビジネスサービス株式会社
しんきん北海道総合管理有限会社
株式会社しんきん北海道金融センター

※記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

※自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫

連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」

に基づき算出しております。

なお、当金庫グループは国内基準により連結自己資本比率を算出しております。

3 自己資本調達手段の概要

本誌17ページ参照（単体と同じ）

Ⅲ 17.79連結自己資本比率は、　　　　　　　％と、高い水準を維持しております。



(単位：百万円)

449,715 441,832 17,988 17,673
4,843 4,741 193 189
78,285 68,573 3,131 2,742
121,972 124,778 4,878 4,991
75,655 74,614 3,026 2,984
8,176 8,307 327 332

126,042 126,763 5,041 5,070
800 636 32 25
25 26 1 1

2,189 2,100 87 84
出 資 等 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 2,189 2,100 87 84
重 要 な 出 資 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － － － －

31,722 31,290 1,268 1,251
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等

及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外 のも

のに係るエクスポージャー

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整

項目の額に算入されなかった部分に係るエク スポ ージ ャー

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している

他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に 関す

るエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機

関等に係るその他外部TLAC 関連調達手段のうち、その他外部TLAC 関連

調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー

上 記 以 外 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 17,385 16,958 695 678
－ － － －

－ － － －

－ － － －
1,653 2,674 66 106
1,653 2,674 66 106

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

63 69 2 2
－ － － －

21,455 21,081 858 843
468,011 460,782 18,720 18,431

△ 195
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

C V A リ ス ク 相 当 額 を 8 ％ で 除 し て 得 た 額

中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

連 結 総 所 要 自 己 資 本 額 （ A ＋ B ）

△ 195

フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式 （ 1 2 5 0 ％ ）

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る △ 4,875 △ 4,875

蓋 然 性 方 式 （ 4 0 0 ％ ）

－ － － －

証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

証 券 化

再 証 券 化

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式

マ ン デ ー ト 方 式

蓋 然 性 方 式 （ 2 5 0 ％ ）

1,261 1,255 50 50

－ － － －

8,126 325 325

4,949 4,949 197 197

8,126

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け

三 月 以 上 延 滞 等

取 立 未 済 手 形

出 資 等

上 記 以 外

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 446,556 439,700 17,862
標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

ソ ブ リ ン 向 け

金 融 機 関 及 び 第 一 種 金 融 商 品 取 引 業 者 向 け

法 人 等 向 け

中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け

17,588
所 要 自 己 資 本 の 額 の 合 計 （ A ）

リスク・アセット 所要自己資本額

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8 ％で除して得た額（ B ）
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4 自己資本の充実度に関する評価方法の概要

本誌18ページ参照（単体と同じ）

█ 自己資本の充実度に関する事項

注1. 所要自己資本の額 ＝ リスク・アセット × 4％
注2. ｢エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
注3. ｢ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、地方公共団体金融機構向け、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、

外国の中央政府等以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同
体、信用保証協会、漁業信用基金協会、農業信用基金協会のことです。

注4. ｢三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び
第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」 においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

注5. 当金庫グループは、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。

注6. 連結総所要自己資本額 ＝ 連結自己資本比率の分母の額 × 4％

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）× 15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数



(単位：百万円)

信用リスクエクスポージャー期末残高

1,386,961 1,404,021 647,641 649,912 213,965 206,512 316 360 2,978 2,310
7,089 6,986 ー ー 7,075 6,973 13 12 ー ー

1,394,050 1,411,008 647,641 649,912 221,040 213,486 329 373 2,978 2,310
55,354 55,515 29,450 30,323 25,133 24,421 ー ー 449 377
2,177 2,113 2,177 2,112 ー ー ー ー 12 ー

372 402 172 202 200 200 ー ー ー ー

81,150 84,277 78,596 81,308 2,500 2,913 ー ー 381 394
6,543 6,061 724 155 5,697 5,797 ー ー ー ー

4,108 3,253 1,707 1,771 2,300 1,400 ー ー 3 2
36,272 35,442 15,805 16,302 20,402 19,091 ー ー 62 32
63,941 62,213 55,493 54,895 8,306 7,205 ー ー 537 397
423,072 372,731 15,496 17,106 20,577 19,041 329 373 461 434
147,230 146,412 134,142 133,959 7,466 6,848 ー ー 357 128
5,807 6,189 4,967 5,149 799 999 ー ー ー ー

2,827 2,715 2,508 2,402 318 312 ー ー 0 ー

5,269 5,549 5,269 5,548 ー ー ー ー 0 0
10,714 10,771 10,713 10,770 ー ー ー ー 155 72
8,056 7,424 7,849 7,219 199 199 ー ー 12 27
2,195 2,028 2,194 2,028 ー ー ー ー 10 10
20,320 19,213 19,713 18,607 603 603 ー ー 214 102
43,099 43,404 43,058 42,963 ー 400 ー ー 80 92
344,270 408,924 115,945 113,136 126,536 123,856 ー ー ー ー

101,735 104,030 101,652 103,949 ー ー ー ー 236 236
29,529 32,331 ー ー ー 196 ー ー ー ー

1,394,050 1,411,008 647,641 649,912 221,040 213,486 329 373 2,978 2,310

351,698 342,830 65,097 61,739 27,620 40,893 ー 41
344,828 383,818 44,244 45,016 77,850 77,664 232 137
131,736 89,579 68,358 62,378 63,322 27,049 55 151
57,318 71,063 50,316 52,746 7,002 18,317 ー ー

189,150 174,818 153,033 152,233 36,116 22,585 ー ー

241,895 262,529 232,076 234,860 7,777 25,626 42 42
77,422 86,367 34,514 40,937 1,350 1,350 ー ー

1,394,050 1,411,008 647,641 649,912 221,040 213,486 329 373

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引

デリバティブ取引債 券

三月以上延滞
エクスポージャー

2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2020年度 2021年度 2021年度2020年度

鉱業、採石業、砂利採取業

電気・ガス・熱供給・水道業

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

国 内

期間区分

国 外

国 内

期間区分

地 域 別 合 計

製 造 業

農 林 漁 業

製 造 業

情 報 通 信 業

建 設 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

不 動 産 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

物 品 賃 貸 業

不 動 産 業

金 融 業 、 保 険 業

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 業 、 郵 便 業

情 報 通 信 業

宿 泊 業

飲 食 業

宿 泊 業

教 育 、 学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

そ の 他

個 人

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

そ の 他 の サ ー ビ ス

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

そ の 他

業 種 別 合 計

そ の 他

1 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

7 年 超 1 0 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

1 0 年 超

7 年 超 1 0 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

期 間 の定 めの ない もの

1 0 年 超

7 年 超 1 0 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下

残 存 期 間 別 合 計

期 間 の定 めの ない もの

1 0 年 超

7 年 超 1 0 年 以 下

5 年 超 7 年 以 下

3 年 超 5 年 以 下

1 年 超 3 年 以 下

1 年 以 下
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5 信用リスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

本誌19ページ参照（単体と同じ）
Ⅲ

注1. オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。

注2. ｢三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定指定日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。

注3. 上記の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。

具体的には現金、その他資産（未収利息を除く）、有形固定資産、無形固定資産、退職給付に係る資産、繰延税金資産、財投機関債が含まれます。

注4. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー、証券化エクスポージャー、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりま

せん。

注5. 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

█ 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

█ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

本誌10ページ参照（単体と同じ）

█ 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

本誌20ページ参照（単体と同じ）



リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

(単位：百万円)

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0% ー 492,429 ー 557,129
10% ー 48,799 ー 48,500
20% 8,200 391,768 6,594 342,910
35% ー 19,482 ー 19,518
50% 86,229 2,683 87,858 2,145
75% ー 83,995 ー 80,831
100% 5,810 253,792 3,806 260,885
150% ー 354 ー 325
250% ー 504 ー 502

1,250% ー ー ー ー

その他 ー ー ー ー

合　計 100,240 1,293,810 98,259 1,312,748

エクスポージャーの額

2020年度 2021年度

告示で定める

リスク・ウェイト区分

（％）

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時　価 連結貸借対照表計上額 時　価

上 場 株 式 等 2,366 2,366 2,171 2,171
非 上 場 株 式 等 5,035 ー 5,016 ー

合 計 7,401 2,366 7,187 2,171

区　　　分
2020年度 2021年度
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注. 市場価格のない非上場株式等は、時価開示の対象とはしておりません。

█ 出資等エクスポージャーの連結貸借対照表計上額及び時価

8 証券化エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

9 オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

10

《オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称》

█ リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

注1. 格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。

注2. エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。

注3. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー、証券化エクスポージャー、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれて

おりません。

《リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関》

本誌22ページ参照（単体と同じ）

本誌22ページ参照（単体と同じ）

本誌22ページ参照（単体と同じ）

本誌22ページ参照（単体と同じ）

█ 派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項

7 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

本誌22ページ参照（単体と同じ）

本誌22ページ参照（単体と同じ）

6 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要

█ 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

本誌21ページ参照（単体と同じ）

本誌21ページ参照（単体と同じ）

本誌21ページ参照（単体と同じ）

出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要



用　　　語 解　　　　説 ページ

オペレーショナル・リスク 16

信用集中リスク 16

金利リスク 16

リスク・ウェイト 16

リスク・アセット 16

金利ショック 16

Δ E V E 16

Δ N I I 16

自己資本比率 17
コア資本 17

エクスポージャー 18

ソブリン 18

クレジットポリシー 19

適格格付機関 21

適格金融資産担保 21

オリジネーター 22

バ
ー
ゼ
ル

へ
の
対
応
／
連
結
に
お
け
る
事
業
年
度
の
開
示
事
項

29

連結における事業年度の開示事項

本誌23ページ参照（単体と同じ）

Ⅲ

█ 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

█ 連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益の額

█ 連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額

12 金利リスクに関するリスク管理方針及び手続きの概要

11

本誌23ページ参照（単体と同じ）

本誌23ページ参照（単体と同じ）

本誌23ページ参照（単体と同じ）

本誌23～24ページ参照（単体と同じ）

█ 金利リスクに関する事項

本誌24ページ参照（単体と同じ）

<用語解説>

業務の過程、役職員の活動若しくはシステムが不適切であること又は外生的な事象等により
損失を被るリスクのことをいいます。

与信ポートフォリオ全体に対して特定の業種や同一グループ、商品等の与信額の割合が過度
に集中することによって、損失が発生した場合に被るリスクのことをいいます。

資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（預金、貸出金、有価証券等）が、金利ショ
ック（変動）によって損失を被るリスクのことをいいます。

資産の危険度を表す指標であり、自己資本規制で総資産を算出する際に、保有資産ごとに分
類して用いております。

リスクを保有する資産（貸出金や有価証券等）を、リスクの大きさに応じて掛け目を乗じ、
再評価した資産金額のことをいいます。

銀行勘定の金利リスク（通称：ＩＲＲＢＢ（Interest Rate Risk in the Banking Book））の
うち、金利ショックに対する経済的価値（Economic Value of Equity）の減少額をいいます。

銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲＢＢ）のうち、金利ショックに対する算出基準日から12ヵ月
を経過する日までの金利収益（Net Interest Income）の減少額をいいます。

リスクに晒されている資産のことを指しており、具体的には貸出金、外国為替取引、デリバ
ティブ取引等の与信取引と有価証券等の投資資産が該当します。

各国の政府や政府機関等が発行する債券の総称をソブリン債券といいます。その国で発行さ
れている有価証券の中では一番信用度が高い債券とされます。

新BIS規制において、金融機関がリスクを算出するに当たって、用いることが出来る格付を
付与する格付機関のことで、金融庁長官は、適格性の基準に照らして適格と認められる格付
機関を適格格付機関に定めています。

自己資本比率算定上、信用リスク削減手法として有効（適格）なものを指します。
具体的な内訳は以下のとおりです。
①現金及び自金庫預金
②金
③日本国若しくは地方公共団体の発行する円建ての債券等
④適格格付機関が格付を付与している債券で次のもの

中央政府・中央銀行・日本の地方公共団体及び政府関係機関が発行した債券で、適格格付
機関により付与された格付に対応する信用区分が所定以上であるもの等

資金調達とバランスシートの圧縮を目的として資産の証券化を行う者（金銭債権や不動産等
資金化が容易でない資産を保有する者）をいいます。

金利の変化（衝撃）のことで、上下100bp（1％）の平行移動等の算出方法があります。

自己資本の額 ÷ リスク・アセット等の額の合計額で算出します。

自己資本の中の基礎項目であり、出資金、利益準備金、特別積立金等から構成されます。

与信業務の基本的な理念や手続等を明示したものをいいます。

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項




